
平成 15年 11月 7日

上場会社名  日本写真印刷株式会社 上 場 取 引 所            東 ・ 大

コード番号 ７９１５ 本社所在都道府県      京都府

（ＵＲＬ　　http://www.nissha.co.jp）

代       表      者   役 職 名   代表取締役社長  氏 名    古   川      宏

問合せ先責任者   役 職 名   取締役管理本部長  氏 名    髙  橋       勝 ＴＥＬ （０７５）８１１－８１１１
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１． １５年 ９月中間期の業績 （平成 15年 4月 1日～平成 15年 9月 30日）

（１）経営成績 （百万円未満切捨）

             百万円      ％             百万円          ％             百万円        ％
15年 9月中間期 33,206     11.8 3,425 36.6 2,875       64.1
14年 9月中間期 29,700 2.4     2,508 57.1 1,752 9.0    
15年 3月期 62,756 　　 9.9     5,533      94.8  4,285       27.5  

            百万円        ％ 円            　 銭

15年 9月中間期 1,760     82.2     　40 09
14年 9月中間期 966       0.8         　21        49
15年 3月期       2,190 　　 9.0                47 62

(注） ①期中平均株式数 　15年 9月中間期 43,928,977株   14年 9月中間期 44,989,301株  15年 3月期 44,668,030株

      ②会計処理の方法の変更     無

      ③売上高、営業利益、経常利益、中間(当期)純利益におけるパ－セント表示は、対前年中間期増減率

（２）配当状況

15年 9月中間期         －     －        －     －        －     －        －     －
14年 9月中間期         －     －        －     －        －     －        －     －
15年 3月期

（３）財政状態

株主資本比率

  百万円   百万円            ％  
15年 9月中間期 50.3
14年 9月中間期 58.6
15年 3月期 55.6

 (注) ①期末発行済株式数            15年 9月中間期 43,920,415株   14年 9月中間期 44,886,306株　15年 3月期 43,934,959株

   　　②期末自己株式数               15年 9月中間期  1,109,078株    14年 9月中間期  143,187株     15年 3月期   1,094,534株     

２． 16年 3月期の業績予想 （平成 15年 4月 1日～平成 16年 3月 31日）

    １株当たり年間配当金

   期    末

百万円 百万円 百万円      円    銭     円   銭

  通     期 67,000 6,000 3,300     6   00     12  00

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）    73円70銭

※　上記の予想は、本資料の発表日現在において想定できる経済情勢、市場動向などを前提として作成しておりま

　　すので、今後の不確定な要因によって予想数値と異なる結果となる可能性があります。

                 －２２－

          907     51

中間配当金

１株当たり

年間配当金

           12     00

             円     銭

 6    00

 6    00

－   －－   －－   －－   －

  経常利益 当期純利益 売  上  高

71,291 39,637           900     74

　 １株当たり株主資本

              円      銭

84,096 42,313           963     42

69,479 40,734

    中間（当期） 純利益

      総     資      産     株    主    資    本

1株当たり中間
（当期）純利益

     円    銭

１株当たり

平成１6 年３月期  個別中間財務諸表の概要  

売      上       高 営  業  利  益 経  常  利   益



１．  中  間  財  務  諸  表  

(1)  中 間 貸 借 対 照 表 　（単位：百万円）

 

                           期      別

     科      目 　　金　　額

（資 産 の 部）      ％ ％

 Ⅰ．  流  動  資  産

    １． 現 金 及 び 預 金 19,672 22,534 △2,862 22,437

    ２． 受   取   手   形 3,508 3,652 △144 3,943

    ３． 売      掛      金 17,368 14,766 2,602 16,831

    ４． 有   価   証   券 9,792 150 9,642 491

    ５． た  な 卸  資  産 5,863 4,570 1,293 4,641

    ６． 繰 延 税 金 資 産 1,540 964 576 1,481

    ７． そ      の      他 668 364 304 619  

         貸  倒  引  当  金 △2,005 △907 △1,098 △1,677

        流 動 資 産 合 計 56,409 67.1 46,095 66.3 10,314 48,768 68.4

 Ⅱ．  固  定  資  産    

  (1) 有 形 固 定 資 産（※１）

    １． 建                物 4,012 3,194 818 3,156

    ２． 機 械 及 び 装 置 3,418 3,063 355 3,200

    ３． そ       の      他 4,039 3,750 289 3,988

       有形固定資産合計 11,470 13.6 10,007 14.4 1,463 10,344 14.5

   

  (2) 無 形 固 定 資 産 93 0.1 79 0.1 14 97 0.1

  (3) 投資その他の資産

    １． 投 資 有 価 証 券 11,155 8,134 3,021 6,143

    ２． 長  期  貸  付  金 2,404 2,688 △284 2,675

    ３． 繰 延 税 金 資 産 1,428 1,274 154 2,186

    ４． そ       の       他  2,080 2,178 △98 2,021

         貸  倒  引  当  金 △946  △979  33 △946

        投資その他の資産合計 16,124 19.2 13,296 19.2 2,828 12,080 17.0  

        固 定 資 産 合 計 27,687 32.9 23,383 33.7 4,304 22,522 31.6

  　 資   産   合   計 84,096 100.0 69,479 100.0 14,617 71,291 100.0

 －２３－  

(△は減)

構成比 金    額

（平成 14年 9月 30日現在） （平成 15年 3月 31日現在）

構成比

％

前事業年度末の

当中間会計期間末 前中間会計期間末

金    額 構成比 金    額

要約貸借対照表

（平成 15年 9月 30日現在）

増   減



　（単位：百万円）

 
                           期      別

     科      目 　　金　　額

（負 債 の 部）       ％ ％

 Ⅰ．  流   動   負   債

    １．支   払   手   形 5,324 4,821 503 4,975

    ２．買      掛      金 7,245 6,352 893 7,609

    ３．短  期  借  入  金 50 50 －－－－ 50

    ４．一年以内償還予定の社債 7,000 －－－－ 7,000 －－－－

    ５．未   払   費   用 1,511 1,070 441 1,746

    ６．未 払 法 人 税 等 1,600 1,176 424 1,921

    ７．設備関係支払手形 1,190 799 391 677

    ８．賞  与  引  当  金 930 930 －－－－ 930

    ９．そ      の      他 750 509 241 660

        流 動 負 債 合 計 25,602 30.4 15,708 22.6 9,894 18,569 26.0

 

 Ⅱ． 固   定   負   債

    １．社              債 10,000 7,000 3,000 7,000

    ２．退 職 給 付 引 当 金 5,507 5,338 169 5,372

    ３．役員退職慰労引当金 656 681 △25 696

    ４．そ      の      他 16 16 －－－－ 16

        固 定 負 債 合 計 16,180 19.3 13,035 18.8 3,145 13,084 18.4

     負    債    合    計 41,783 49.7 28,744 41.4 13,039 31,654 44.4

（資 本 の 部）       

 Ⅰ． 資      本      金 5,684 6.7 5,684 8.2 －－－－ 5,684 8.0

 Ⅱ． 資  本  剰  余  金       

       資  本  準  備  金 7,115 7,115 －－－－ 7,115

       資 本 剰 余 金 合 計 7,115 8.5 7,115 10.2 －－－－ 7,115 10.0

 Ⅲ． 利  益  剰  余  金

    １．利  益  準  備  金 1,230  1,230  －－－－ 1,230  

    ２．任 意 積 立 金 24,166 23,366 800 23,366

    ３．中間（当期）未処分利益 2,837 1,248 1,589 2,203

      利 益 剰 余 金 合 計 28,233 33.6 25,844 37.2 2,389 26,799 37.6

 Ⅳ． その他有価証券評価差額金 2,147 2.5 2,189 3.1 △42 889 1.2

 Ⅴ． 自   己   株   式 △867 △1.0 △99 △0.1 △768 △851 △1.2

     資    本    合    計 42,313 50.3 40,734 58.6 1,579 39,637 55.6

     負  債  ・ 資  本  合   計 84,096 100.0 69,479 100.0 14,617 71,291 100.0

         －２４－  

％

（平成 15年 9月 30日現在）（平成 14年 9月 30日現在） （平成 15年 3月 31日現在）

金    額 金    額 金    額

(△は減)

構成比 構成比 構成比

前事業年度末の
当中間会計期間末 前中間会計期間末 要約貸借対照表増   減



(2) 中 間 損 益 計 算 書      　（単位：百万円）

 
                  期    別

    科     目

 Ⅰ．売    上    高 33,206 29,700 3,506 62,756

 Ⅱ．売  上  原  価  25,833 77.8 23,873 80.4 1,960 49,945 79.6

      売 上 総 利 益 7,372 22.2 5,827 19.6 1,545 12,811 20.4

 Ⅲ．販売費及び一般管理費 3,946 11.9 3,318 11.2 628 7,277 11.6

      営  業  利  益 3,425 10.3 2,508 8.4 917 5,533 8.8

 Ⅳ．営 業 外 収 益
  １．受  取  利  息 63 63 △0 126

  ２．受 取 配 当 金 43 14 29 25

  ３．そ    の    他 (※１) 100 75 25 181  

計     207 0.6 153 0.5 54 333 0.5

 Ⅴ．営 業 外 費 用
  １．支  払  利  息 80 108 △28 189

  ２．そ    の    他 (※２) 676 800 △124 1,391

計     757 2.2 909 3.0 △152 1,581 2.5

      経  常  利  益 2,875 8.7 1,752 5.9 1,123 4,285 6.8

 Ⅵ．特  別  利  益 (※３) 354 1.1 26 0.1 328 46 0.1

 Ⅶ．特  別  損  失 (※４) 17 0.1 46 0.2 △29 217 0.3

     税引前中間(当期)純利益 3,213 9.7 1,733 5.8 1,480 4,113 6.6

     法人税､住民税及び事業税 1,606 4.8 1,190 3.9 416 2,797 4.5

     法人税等調整額 △153 △0.4 △424 △1.4 271 △873 △1.4

     中間(当期)純利益 1,760 5.3 966 3.3 794 2,190 3.5

     前 期 繰 越 利 益 1,076 282 794 282

     中 間 配 当 額 －－－－ －－－－ －－－－ 269

     中間(当期)未処分利益 2,837 1,248 1,589 2,203

－２５－  

金    額 百分比

100％ 100％ 100％ 

百分比 金    額 百分比 金    額金　　額

自 平成15年 4月  1日 自 平成14年 4月  1日 自 平成14年 4月  1日
至 平成15年 9月 30日 至 平成14年 9月 30日 至 平成15年 3月 31日

(△は減)

前事業年度の
当中間会計期間 前中間会計期間 要約損益計算書増   減



［ 中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 ］

  １． 資産の評価基準及び評価方法

 (1) 有価証券

① 子会社株式

         移動平均法による原価法

② その他有価証券

   ａ．時価のあるもの

         中間決算日の市場価格等に基づく時価法

       （評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）

   ｂ．時価のないもの

         移動平均法による原価法

 (2) たな卸資産

製   品・仕掛品  :  個別法による原価法

原材料・貯蔵品  :  移動平均法による原価法

２． 固定資産の減価償却の方法

(1)有形固定資産 ……… 定率法 

なお、主な耐用年数は以下の通りであります。

　建　　　物　　　　15～50年

　機械及び装置　　7～10年

(2)無形固定資産 

① ソフトウェア   社内における利用可能期間 （５年） に基づく定額法

② そ  の  他    定額法

(3)長期前払費用 ……… 定額法 

３． 引当金の計上基準

(1)  貸倒引当金

債権の貸倒損失に備えるため、 一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の

債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

(2)  賞与引当金

従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき当中間会計期間負担額

を計上しております。

(3)  退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、 当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額

に基づ き、当中間会計期間末において発生していると認められる額を計上しております。

数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(10年)によ

る定額法により発生の翌事業年度から費用処理しております。

(4)  役員退職慰労引当金

 役員の退任に伴う退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づき当中間会計期間末要支給額の

全額を計上しております。

４． 外貨建資産及び負債の本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は中間決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益とし

て処理しております。

５． リース取引の処理方法

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引につい

ては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

６． その他中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項

  消費税等の会計処理は、税抜方式によって処理しております。  

     －２６－



（追 加 情 報）

  （社債発行費の会計処理）

直近の社債発行である平成11年3月期中間会計期間の社債発行費は、商法に定める最長期間（3年間）

で均等償却しておりましたが、当時に比べ当社をとりまく経営環境が大きく変化し早期に財務内容の健

全化を図ることが望ましいことから、当中間会計期間の社債発行費は一括償却しております。

直近と同様の会計処理（3年間均等償却）を採用した場合に比べ、当中間会計期間の社債発行費償却

は58百万円増加し、経常利益及び税引前中間純利益はそれぞれ同額減少しております。

注 記 事 項

（中間貸借対照表関係）

 ※１．有形固定資産減価償却累計額  ※１．有形固定資産減価償却累計額  ※１． 有形固定資産減価償却累計額

　 15,215百万円     15,107百万円     　 14,591百万円   

 　２．受取手形割引高  　２．受取手形割引高  　２．受取手形割引高 

1,042百万円   1,042百万円   1,042百万円   

       

   
                    －２７－

当中間会計期間末 前中間会計期間末 前  事  業  年  度

（平成 15年 9月 30日現在） （平成 14年 9月 30日現在） （平成 15年 3月 31日現在）



（中間損益計算書関係）

  ※１． 「営業外収益   その他」 のうち   ※１． 「営業外収益   その他」 のうち   ※１． 「営業外収益   その他」 のうち

        主要なもの         主要なもの         主要なもの

     不動産賃貸料 82 百万円      不動産賃貸料 63 百万円      不動産賃貸料 131 百万円

  ※２． 「営業外費用   その他」 のうち   ※２． 「営業外費用   その他」 のうち   ※２． 「営業外費用   その他」 のうち

        主要なもの         主要なもの         主要なもの

為替差損               598 百万円 投資有価証券売却損 136 百万円 投資有価証券売却損 144 百万円

社債発行費償却 69 百万円 投資有価証券評価損 226 百万円 投資有価証券評価損 558 百万円

為替差損               392 百万円 為替差損               511 百万円

  ※３． 「特別利益」 のうち主要なもの   ※３． 「特別利益」 のうち主要なもの   ※３． 「特別利益」 のうち主要なもの

貸倒引当金戻入益   353 百万円 固定資産売却益     24 百万円 固定資産売却益    24 百万円

貸倒引当金戻入益   2 百万円 貸倒引当金戻入益   21 百万円

  ※４． 「特別損失」 のうち主要なもの   ※４． 「特別損失」 のうち主要なもの   ※４． 「特別損失」 のうち主要なもの

固定資産除売却損   17 百万円 固定資産除売却損   46 百万円 固定資産除売却損   216 百万円

    ５． 減価償却実施額     ５． 減価償却実施額     ５． 減価償却実施額

          有形固定資産 717 百万円           有形固定資産 578 百万円          有形固定資産 1,277 百万円

    無形固定資産 24 百万円     無形固定資産 12 百万円     無形固定資産 26 百万円

 

                           －２８－

   至 平成 15年 9月 30日    至 平成 14年 9月 30日    至 平成 15年 3月 31日

当中間会計期間 前中間会計期間 前  事  業  年  度

   自 平成 15年 4月   1日    自 平成 14年 4月   1日    自 平成 14年 4月   1日



   リ－ス取引    リ－ス取引    リ－ス取引

取   得

価   額

相当額

減 価 償

却 累 計

額相当額

中間期末

残      高

相 当  額

取   得

価   額

相当額

減 価 償

却 累 計

額相当額

中間期末

残      高

相 当  額

取   得

価   額

相当額

減 価 償

却 累 計

額相当額

期      末

残      高

相 当  額

機械

百万円 百万円 百万円

機械

百万円 百万円 百万円

機械

百万円 百万円 百万円

及び 417 234 182 及び 539 299 239 及び 511 295 215
装置 装置 装置

有形固 有形固 有形固

定資産 99 65 33 定資産 198 145 53 定資産 133 86 47
のその のその のその

  他   他   他

合 計 516 300 216 合 計 738 444 293 合 計 644 381 262

      の中間期末残高等に占める割合が       末残高等に占める割合が低いため、

      残高が有形固定資産の中間期末残       形固定資産の期末残高等に占める

    減価償却費相当額     減価償却費相当額     減価償却費相当額

     支払リ－ス料              65百万円      支払リ－ス料              81百万円      支払リ－ス料               155百万円

     減価償却費相当額      65百万円      減価償却費相当額      81百万円      減価償却費相当額       155百万円

（有価証券関係）

   当中間会計期間 （自 平成15年 4月１日  至 平成15年9月30日）及び前中間会計期間 （自 平成14年 4月１日

   至 平成14年 9月30日）並びに前事業年度 （自 平成14年 4月１日  至 平成15月3月31日）

    子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。

         －２９－

     価額を零とする定額法によっており 　

     ます。 　

 ④ 減価償却費相当額の算定方法  ④ 減価償却費相当額の算定方法    ④ 減価償却費相当額の算定方法

         リ－ス期間を耐用年数とし、残存 　　　　     　　　   同　　　　　　左 　　　　     　　　   同　　　　　　左

 ③ 当中間会計期間の支払リ－ス料及び  ③ 当中間会計期間の支払リ－ス料及び    ③ 当事業年度の支払リ－ス料及び

      利子込み法により算定しております。       により算定しております。

  

      当額は、 未経過リ－ス料中間期末       は、 未経過リ－ス料期末残高が有

      高等に占める割合が低いため、支払       割合が低いため、支払利子込み法

           合       計          216百万円            合       計          293百万円            合       計          262百万円

 （注）  未経過リース料中間期末残高相  （注）               同            左  （注）  未経過リース料期末残高相当額

           一年以内            94百万円            一年以内           130百万円            一年以内           113百万円

           一年超             121百万円            一年超              162百万円            一年超              149百万円

      定しております。       ます。

 ② 未経過リ－ス料中間期末残高相当額  ② 未経過リ－ス料中間期末残高相当額    ② 未経過リ－ス料期末残高相当額

      ス料中間期末残高が有形固定資産       ス料期末残高が有形固定資産の期

      低いため、支払利子込み法により算       支払利子込み法により算定しており

    残高相当額     残高相当額     相当額

 （注）  取得価額相当額は、未経過リ－  （注）               同            左  （注）  取得価額相当額は、未経過リ－

 ①  リ－ス物件の取得価額相当額、減  ①  リ－ス物件の取得価額相当額、減  ①  リ－ス物件の取得価額相当額、減

    価償却累計額相当額及び中間期末     価償却累計額相当額及び中間期末     価償却累計額相当額及び期末残高

     リ－ス物件の所有権が借主に移転す      リ－ス物件の所有権が借主に移転す      リ－ス物件の所有権が借主に移転す

  ると認められるもの以外のファイナンス・   ると認められるもの以外のファイナンス・   ると認められるもの以外のファイナンス・

   自 平成 15年 4月   1日    自 平成 14年 4月   1日    自 平成 14年 4月   1日
   至 平成 15年 9月 30日    至 平成 14年 9月 30日    至 平成 15年 3月 31日

（リ－ス取引関係）  

当中間会計期間 前中間会計期間    前  事  業  年  度


